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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 3,516 ― 49 ― △8 ― △43 ―
21年3月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 △3,853.90 ― △4.2 △0.2 1.4
21年3月期 ― ― ― ― ―

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 4,562 1,021 22.4 89,755.80
21年3月期 ― ― ― ―

（参考） 自己資本   22年3月期  1,021百万円 21年3月期  ―百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 472 △29 △280 891
21年3月期 ― ― ― ―

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年3月期 

（予想）
― ― ― ― ― ―

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

1,937 ― △74 ― △103 ― △105 ― △9,226.71

通期 5,630 60.1 141 186.0 84 ― 61 ― 5,360.28
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

（注） 詳細は、9ページ 「企業集団の状況」 をご覧ください。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、19ページ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」 をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、27ページ 「1株当たり情報」 をご覧ください。 

新規 1社 （社名 平和建設株式会社 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 12,300株 21年3月期 12,300株
② 期末自己株式数 22年3月期  920株 21年3月期  920株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 3,044 △29.3 △56 ― △113 ― △131 ―
21年3月期 4,307 △10.0 △246 ― △298 ― △305 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 △11,569.83 ―
21年3月期 △25,544.67 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 4,227 933 22.1 82,039.87
21年3月期 5,016 1,065 21.2 93,609.70

（参考） 自己資本 22年3月期  933百万円 21年3月期  1,065百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、3ページ 「1.経営成績 （1）経営成績の分析」 をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

1,212 △18.8 △33 ― △58 ― △58 ― △5,096.66

通期 3,201 5.1 81 ― 31 ― 31 ― 2,724.08
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当連結会計年度におけるわが国経済は、アジア地域への輸出需要に支えられ明るさが見え始めたもの

の、依然として企業の設備需要をはじめ民間需要の回復の兆しが見られず、厳しい経済状況がますます

混迷する様相を呈しております。 

当業界におきましては、建設市場の低迷が続き、また建設需要ギャップが大きく先行きの不透明感が

強い中、同業者間の競争激化を背景にした受注獲得は引き続き厳しさを増しており、経営環境は誠に厳

しいものとなっております。 

当社におきましても、京都市内の貸家新設着工件数が前年同期に比べて下回る中で、賃貸マンション

市場での厳しい営業競争を強いられております。 

このような状況のもとで、建設事業の受注状況は、2,280百万円（前事業年度は単体で2,385百万円）

にて推移致しました。 

一方、経費面では変動経費、人件費等の削減を図り業績の向上に努めてまいりました。そのような

中、平成22年１月14日に平和建設株式会社を子会社したことの効果により親会社の赤字を縮小すること

ができたものの、グループ全体で期間損益の黒字化に回復することは適わず、当連結会計年度の売上高

は3,516百万円（前事業年度は単体で4,307百万円）、営業利益は49百万円（前事業年度は単体で246百

万円の営業損失）、経常損失は８百万円（前事業年度は単体で298百万円の経常損失）の計上となり、

最終損益におきましては、43百万円の当期純損失（前事業年度は単体で305百万円の当期純損失）とな

りました。 

なお、当社グループは、当連結会計年度より連結計算書類を作成しているため、前連結会計年度との

比較はしておりません。 

  

事業部門別の業績は次のとおりであります。 

（建設事業） 

受注高につきましては、民間工事においては案件数が減少し、受注競争や価格競争が激化する

中、民間工事に加え、官公庁案件の受注にも精力的に活動してきました。その結果、受注高は

2,280百万円（前事業年度は単体で2,385百万円）となりました。完成工事高につきましては、繰越

工事減少に加え、受注競争激化や価格競争による低価格受注が大きく影響し、2,003百万円（前事

業年度は単体で2,641百万円）となりました。 

  

（不動産事業） 

不動産販売につきましては、不動産市況の悪化が厳しく、不動産売買市場の動きが停滞した中、

手持不動産の販売を積極的に取り組みましたが、当事業の売上高は668百万円（前事業年度は単体

で861百万円）となりました。 

  

（不動産賃貸事業） 

不動産賃貸事業につきましては、需給ギャップから入居者獲得への競争が激しくなる中、積極的

なＰＲ活動によるテナント誘致を行った結果、稼働率が向上し不動産賃貸収入は844百万円（前事

業年度は単体で804百万円）となりました。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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（次期の見通し） 

わが国経済は、一部に回復の兆しが表われたとの観測もありますが、大勢としては、企業の業績、

雇用情勢、景気動向、株価の変動等、どれを見ても先行きの不透明感が強く、予断を許さない状況と

思われます。 

当建設業界にとりましても、公共投資の縮小に加え、鋼材価格などが反騰しており、前期以上に厳

しい経営環境が続くものと予測されます。 

このような状況のもと、次期においては、平和建設株式会社を子会社化したことにより地域を広げ

た情報感度を高め、受注高確保に向けた営業活動をより一層積極的に展開するとともに、市場拡大が

見込めるリニューアル工事・リフォーム工事や太陽光発電設備の設置工事等の環境・省エネ関連工事

の営業活動を強化し、また、少子高齢化によりマーケットの拡大が見込まれるシニア住宅事業への取

り組みを強化するなど、受注の開拓・拡大に取り組む所存であります。 

次期の業績といたしましては、建設事業の受注高は、手持の受注材料も少なく一層の競争激化が予

想されますが、前期比177.2％増の6,321百万円を計画しております。 

売上高につきましては、建設事業での期首繰越工事が前期対比で少なく、受注高の増加だけでは届

かず、5,630百万円（前期比60.1％増）を見込んでおります。 

一方、利益につきましても、平和建設株式会社を子会社化したことによる業務上の効率的な運営等

による相乗効果を発揮していく所存でありますが、受注競争の一層の激化により採算悪化は避け難

く、資材価格も反転していることから、営業利益141百万円（前期比186.0％増）、経常利益84百万円

（前期は８百万円の経常損失）、当期純利益につきましては61百万円（前期は43百万円の当期純損

失）を見込んでおります。 

  

①資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

当連結会計年度末における資産の残高は、4,562百万円となりました。主な内訳は、現金及び

預金が935百万円、販売用不動産が895百万円、建物及び構築物が1,540百万円となっておりま

す。 

  

（負債） 

当連結会計年度末における負債の残高は、3,541百万円となりました。主な内訳は、短期借入

金が500百万円、社債が760百万円、長期借入金が796百万円となっております。 

  

（純資産） 

当連結会計年度末における純資産の残高は、1,021百万円となりました。その内、利益剰余金

は569百万円となっております。 

  

(2) 財政状態に関する分析

㈱SEED(1739)平成22年３月期 決算短信
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②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、891百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は472百万円となりました。 

 収入の主な内訳は、減価償却費148百万円、たな卸資産の減少額780百万円であり、支出の 

 主な内訳は、差入保証金の増加額103百万円、仕入債務の減少額125百万円及び未成工事受入 

 金の減少額171百万円であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は29百万円となりました。 

 これは、主に有形固定資産の取得による支出23百万円によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は280百万円となりました。 

 これは、主に長期借入れによる収入180百万円、社債の発行による収入250百万円があった 

 ものの、長期借入金の返済による支出350百万円、社債の償還による支出360百万円に及んだ 

 ためであります。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
 自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キュッシュ・フロー／利払い 

  (注１) いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

  (注２) 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

  (注３) キュッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

  (注４) 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてい

   ます。 

  (注５) 平成22年３月期（当連結会計年度）が連結初年度となりますので、平成21年３月期以前については、当社

   単体の数値を記載しております。 

  

平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期

自己資本比率 39.5 26.0 24.7 21.2 22.4

時価ベースの自己資本比率 72.2 30.6 18.5 7.0 7.2

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

― ― 3.4 3.3 5.3

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

― ― 17.6 19.9 11.0
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会社は、安定した株主配当を基本とし、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を

確保しつつ、業績に対応した配当を継続していくことを経営の重要課題の一つとして認識することを基

本方針としております。 

しかしながら、期末配当につきましては平成22年５月13日に発表しましたとおり無配とさせていただ

きます。 

また、次期の配当につきましては、今後の経済動向、資金調達環境の不透明感を勘案しまして未定と

させていただきます。今後につきましては、持続的に利益が計上できる収益基盤を確保し、復配に努め

てまいります。 

  

当社グループの経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスク及び変動要因は以下に記載

するとおりであります。 

なお、文中の将来に関する事項は、本決算短信提出日現在において当社グループが判断したものであ

ります。 

  

① 当社の事業の内容について 

当社グループは、主として京都市及び滋賀県を事業基盤として、土地の有効利用を考える地主に

対して、税金・資金問題・経営・管理等に関する不安を解消するための相談並びに賃貸マンション

等の建設についての企画立案及びノウハウの提供を行い、設計・施工を一貫して請負うとともに融

資機関の紹介、入居者募集・管理運営についての管理会社等の斡旋を行うことを主たる事業として

おります。 

このため、当社グループの受注活動は地主の需要動向に左右される傾向があることから、一般景

気動向、金利動向、住宅・土地税制、地価動向等の変化により当社の業績は影響を受ける可能性が

あります。 

また、新規事業（ウィークリーマンション等）においては、周辺地域市場等を調査し、採算性を

吟味した上で事業化を図ってきておりますが、今後同業他社の出店や顧客動向の変化などによって

は、当初見込んでいる事業計画どおりにはならない可能性を含んでおります。 

なお、当社グループの平成22年３月期の売上高及び手持工事高の構成比率は次のとおりでありま

す。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク

㈱SEED(1739)平成22年３月期 決算短信
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(注)完成工事高の「その他」は、一戸建住宅、店舗及び営繕工事等であります。 

  

② 特定の取引先に対する依存度について 

当社グループでは、京都市農業協同組合（以下、ＪＡ京都市）からの紹介による顧客への販売額

が、以下のとおり完成工事高に対して当連結会計年度は50.2％となっております。 

なお、ＪＡ京都市とは、以下のような業務委託契約を締結しておりますが、独占契約ではないた

め、他業者が新規に同組合と契約することにより、当社グループの業績が影響を受ける可能性があ

ります。 

  

 
  

 
(注)上記契約については、一定率の手数料を支払っております。 

  

科目

売上高 手持工事高

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成22年３月31日現在)

金額(千円) 比率(％) 金額(千円) 比率(％)

 集合住宅 1,292,647 36.8 1,943,057 88.5

 その他 710,974 20.2 214,642 9.8

完成工事高 2,003,622 57.0 2,157,699 98.3

 不動産販売 602,500 17.1 36,550 1.7

 その他 66,034 1.9 ― ―

不動産事業売上高 668,534 19.0 36,550 1.7

不動産賃貸収入 844,594 24.0 ― ―

合計 3,516,751 100.0 2,194,249 100.0

科目

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

金額(千円) 比率(％)

完成工事高 2,003,622 100.0

うちＪＡ京都市の紹介分 1,006,465 50.2

相手先名 契約内容 契約期間

京都市農業協同組合
業務委託契約
 京都市農業協同組合の組合員で、住宅及びアパート

等を建築しようとする顧客を当社に紹介

自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日 

(１年毎に更新)

㈱SEED(1739)平成22年３月期 決算短信

― 7 ―



③ 法的規制について 

当社グループは、建設事業及び不動産事業を行うにあたり、「建設業法」に基づく建築業の許

可、「建築士法」に基づく一級建築士事務所の登録、「宅地建物取引業法」に基づく宅地建物取引

業の免許を受けています。 

従いまして、これらの法令の規制を受けていることに加えて、「建築基準法」「国土利用計画

法」「都市計画法」「借地借家法」「住宅品質確保促進法」「住宅瑕疵担保責任履行法」「省エネ

ルギー法」「宅地造成等規制法」「農地法」「消費者契約法」等の建設業並びに不動産業に関する

法令による規制を受けております。 

  

④ 不動産売上について 

不動産取引は、一般景気動向・金利動向・地価動向等の変化に影響を受けますが、当社グループ

は不動産売上が売上高に占める割合が高いこともあり、業績に影響する可能性があります。 

  

⑤ 保有資産の価格変動について 

当社保有資産のうち、販売用不動産、仕掛販売用不動産等の正味売却価額が取得原価よりも下落

した場合には、業績及び財政状態に影響を受ける可能性があります。 

  

当社は、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況

その他会社の経営に重要な影響を及ぼす事象（重要事象等）が存在しております。 

当社は、祝園商業施設（せいかガーデンシティ）建設にかかる設備資金調達のため、平成18年７月31

日に、みずほ銀行をアレンジャーとするシンジケートローン（平成22年３月31日現在の残高512百万

円）を締結しておりますが、前事業年度において、販売用不動産の価額を見直したことによる評価損の

計上等により当期純損失306百万円を計上したことで純資産額が減少したため、同契約の純資産額に対

する財務制限条項に抵触する事実が発生しております。（財務制限条項等の詳細は、「４.連結財務諸

表(8)【連結財務諸表に関する注記事項】（連結貸借対照表関係）の※２」を参照して下さい。） 

また、当連結会計年度において、貸家新設着工件数の減少により当社の受注も大幅に減少したことか

ら、前事業年度の損失を補填する業績回復も出来ませんでした。 

これらを受けて、シンジケートローン契約の参加金融機関に対しまして、適時に第17期を基準年度と

して中期利益計画（第18期～第20期）の説明を行い、協議する予定であります。 

なお、参加金融機関との協議におきましては、賛同を得ることが出来るものと考えており、直ちに

「期限の利益の喪失」の請求により当該シンジケートローンを一括返済しなければならない可能性が低

いものと考えております。 

  

  

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等
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当社グループは、当社及び連結子会社（平和建設株式会社）の計２社で構成されており、建設事業を主

としております。 

建設事業の柱としましては、以下のとおりであります。 

１．土地活用を考える地主に対して、土地を合理的に運用していただくためのノウハウの提供、 

  税金・資金問題・経営・管理等のアドバイザーとして、トータルにバックアップする提案営業 

  を推進し、設計・施工・監理までを一貫して行っております。 

２．一戸建住宅の建設を請負っております。また、「ピースホーム」のブランド名で、京都府・ 

  滋賀県を中心とした注文住宅の建設も行っております。 

３．太陽光発電の設置による請負工事を行っております。 

また、宅地建物取引業法により宅地建物取引業者として、不動産販売・不動産賃貸等に関する事業も行

っております。 

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

2. 企業集団の状況
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① 当社グループは、人々のライフスタイルやライフステージに合った、自由かつ自然な営みができ

る生活空間の提案と供給ができる企業を目指し、安全性、耐久性、機能性を高める構造物を提供す

ることを通じて、優れた社会資本の整備に役立つことにより、広く社会に貢献することを経営理念

としています。 

② 当社グループは、低採算の時代に収益性を重視した堅実経営により、健全な財務体質と経営の自

主性を維持してまいりました。今後とも環境の変化に対応する強力な企業基盤を確立してまいりま

す。 

③ 事業の拡大に向け、新しい事業領域への進出を図るなど、積極的に事業の開発に取り組みなが

ら、収益源の多様化を図ってまいります。 

④ 透明性の高い経営体制の構築とコーポレート・ガバナンスの充実を一層強化し、継続的に取り組

んでまいります。 

  

当社グループは、「効率化経営を目指し、財務体質の維持・強化を図る」ことを経営方針の一つに掲

げており、収益性を重視する観点から「自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）」および経常利益率（過去３

ヵ年平均値）を目標数値とし、常にコストの削減意識をもって企業経営に取り組んでまいります。 

  

中長期的な見通しにつきましては、世界経済は回復基調にあるとはいうものの、その動きは弱く、景

気の先行きは不透明で、今後においても厳しい状況が続くものと予想されております。 

公共投資の増加は期待できず、さらに民間設備投資も減少するなかで、建設業界は生き残りを懸けた

かつて無い競争時代となっており、なお一層、競争力の強化を図らなければならないと考えておりま

す。 

平和建設株式会社を子会社化したことにより、地域を広げた情報感度を高め、受注高確保に向けた営

業活動をより一層積極的に展開するとともに、市場拡大が見込めるリニューアル工事・リフォーム工事

や太陽光発電設備の設置工事等の環境・省エネ関連工事の営業活動を強化し、また、少子高齢化により

マーケットの拡大が見込まれるシニア住宅事業への取り組みを強化するなど、受注の開拓・拡大に取り

組む所存であります。 

一方で、当社は、当連結会計年度において、物件売却等により資産圧縮を着実に進捗させ、貸借対照

表の量的改善を図るとともに、人員および人件費の削減や、営業所の本社への集約等により固定費の圧

縮等に全力で取り組んでまいりました。 

引き続き、採算性の向上に向けた原価低減の更なる徹底と業務の効率化などによる間接費の削減を推

進することにより、利益の確保に取り組む所存であります。 

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略
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今後の経済見通しにつきましては、世界的には中国の経済成長の著しい兆しは見られるものの、国内

経済は依然として所得・雇用不安による個人消費の不振が先行きには不透明感があり、景気は減速方向

へと続くものと予測されます。 

当業界におきましても、このような先行きの不透明感から市場の動向はますます悪化の方向が予測さ

れます。 

このような環境のもとで、当社では、学生用の規格型賃貸集合住宅の市場投入、高齢者用施設および

太陽光発電システムを付加したエコリフォーム事業や戸建住宅事業への積極的な取り組みを行ってまい

ります。 

また、管理体制面においては、内部統制推進委員会、コンプライアンス委員会、リスク管理委員会等

の運営強化を図り、今後更なるコーポレート・ガバナンスの充実・強化に努めてまいります。 

一方、社会・環境活動（ＣＳＲ）は、「環境活動」の一つとして「ＫＥＳ・環境マネジメントシステ

ム・スタンダ－ド」の活動を取り組んだ結果、去る平成22年３月１日に「ステップ１登録」（KES1-

0767、初回登録 平成20年３月１日）を取得し、引き続き活動を継続し、積極的に社会・環境活動に取

り組んでまいります。 

  

  

  

(4) 会社の対処すべき課題

㈱SEED(1739)平成22年３月期 決算短信

― 11 ―



4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：千円)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 935,604

受取手形・完成工事未収入金等 187,968

販売用不動産 895,736

未成工事支出金 54,740

仕掛販売用不動産 244,000

原材料及び貯蔵品 61

繰延税金資産 2,380

その他 46,922

貸倒引当金 △1,143

流動資産合計 2,366,272

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,009,250

減価償却累計額 △468,674

建物及び構築物（純額） 1,540,576

機械装置及び運搬具 2,121

減価償却累計額 △1,043

機械装置及び運搬具（純額） 1,078

工具、器具及び備品 41,188

減価償却累計額 △32,000

工具、器具及び備品（純額） 9,187

土地 333,355

有形固定資産合計 1,884,197

無形固定資産 6,789

投資その他の資産

長期前払費用 28,420

差入保証金 253,399

その他 31,415

貸倒引当金 △8,032

投資その他の資産合計 305,202

固定資産合計 2,196,188

資産合計 4,562,460
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(単位：千円)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 270,316

短期借入金 500,000

1年内返済予定の長期借入金 336,175

1年内償還予定の社債 110,000

未払金 35,256

未払法人税等 50,836

前受収益 37,390

賞与引当金 10,512

その他 55,824

流動負債合計 1,406,312

固定負債

社債 760,000

長期借入金 796,528

長期前受収益 37,079

退職給付引当金 33,622

預り保証金 484,572

繰延税金負債 17,196

その他 5,730

固定負債合計 2,134,727

負債合計 3,541,039

純資産の部

株主資本

資本金 260,782

資本剰余金 226,282

利益剰余金 569,317

自己株式 △34,960

純資産合計 1,021,421

負債純資産合計 4,562,460
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(2)【連結損益計算書】

(単位：千円)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

売上高 3,516,751

売上原価 3,007,934

売上総利益 508,816

販売費及び一般管理費 459,517

営業利益 49,299

営業外収益

受取利息配当金 369

受取手数料 1,574

還付加算金 679

その他 1,405

営業外収益合計 4,029

営業外費用

支払利息 33,881

社債利息 8,980

支払保証料 8,010

支払手数料 4,870

社債発行費 5,645

営業外費用合計 61,388

経常損失（△） △8,059

特別利益

貸倒引当金戻入額 949

店舗閉鎖損失引当金戻入額 4,000

賞与引当金戻入額 3,443

負ののれん発生益 46,456

その他 534

特別利益合計 55,384

特別損失

固定資産除却損 935

固定資産売却損 124

特別損失合計 1,059

税金等調整前当期純利益 46,265

法人税、住民税及び事業税 50,847

過年度法人税等 △878

法人税等調整額 40,154

法人税等合計 90,123

当期純損失（△） △43,857
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(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 260,782

当期変動額

当期変動額合計 －

当期末残高 260,782

資本剰余金

前期末残高 226,282

当期変動額

当期変動額合計 －

当期末残高 226,282

利益剰余金

前期末残高 613,174

当期変動額

当期純損失（△） △43,857

当期変動額合計 △43,857

当期末残高 569,317

自己株式

前期末残高 △34,960

当期変動額

当期変動額合計 －

当期末残高 △34,960

株主資本合計

前期末残高 1,065,278

当期変動額

当期純損失（△） △43,857

当期変動額合計 △43,857

当期末残高 1,021,421

純資産合計

前期末残高 1,065,278

当期変動額

当期純損失（△） △43,857

当期変動額合計 △43,857

当期末残高 1,021,421
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 46,265

減価償却費 148,974

のれん償却額 2,139

負ののれん発生益 △46,456

貸倒引当金の増減額（△は減少） △649

賞与引当金の増減額（△は減少） △15,387

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,478

店舗閉鎖損失引当金戻入額 △4,000

受取利息及び受取配当金 △369

支払利息 42,861

固定資産除却損 935

固定資産売却損益（△は益） 124

売上債権の増減額（△は増加） 1,069

たな卸資産の増減額（△は増加） 780,609

差入保証金の増減額（△は増加） △103,367

仕入債務の増減額（△は減少） △125,717

未払消費税等の増減額（△は減少） △21,027

未成工事受入金の増減額（△は減少） △171,821

預り保証金の増減額（△は減少） △7,890

その他 △43,050

小計 489,717

利息及び配当金の受取額 343

利息の支払額 △40,793

法人税等の支払額 23,659

営業活動によるキャッシュ・フロー 472,927

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △49,905

定期預金の払戻による収入 37,000

関係会社株式の取得による支出 △1,975

貸付金の回収による収入 560

出資金の回収による収入 1,990

有形固定資産の取得による支出 △23,138

有形固定資産の売却による収入 6,119

無形固定資産の取得による支出 △542

投資活動によるキャッシュ・フロー △29,891

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,630,000

短期借入金の返済による支出 △1,630,000

長期借入れによる収入 180,000

長期借入金の返済による支出 △350,632

社債の発行による収入 250,000

社債の償還による支出 △360,000

配当金の支払額 △259

財務活動によるキャッシュ・フロー △280,891

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 162,144

現金及び現金同等物の期首残高 729,610

現金及び現金同等物の期末残高 891,754
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該当事項はありません。 

  

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
当連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数  １社 

連結子会社の名称 平和建設株式会社

 (注) 平和建設株式会社は平成22年１月14日の株式取得 
   に伴い、当連結会計年度よりみなし取得日を平成22 
   年１月１日としております。

２ 持分法の適用に関する事項 ――

３ 連結子会社の事業年度等に

関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４ 会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ① 販売用不動産 

  個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ 

  の方法） 

  ただし、賃貸に供している販売用不動産については、 

  定率法（平成10年４月１日以降に取得した建物につい 

  ては定額法）により減価償却を実施しております。 

 ② 未成工事支出金 

  個別法による原価法 

 ③ 仕掛販売用不動産 

  個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ 

  の方法） 

 ④ 原材料 

  最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方 

  法）

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

  定率法 

  （ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附 

  属設備を除く）については定額法） 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

   建物 15～47年 

  また、事業用定期借地権が設定されている借地権上の 

  建物については、当該契約期間に基づく定額法によっ 

  ております。 

 ② 無形固定資産 

  定額法 

  なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内 

  における見込利用期間（５年間）に基づく定額法 

 ③ 長期前払費用 

  均等償却 

  なお、償却期間については、事業用定期借地権の敷金 

  は当該契約期間、その他は法人税法に規定する方法と 

  同一の基準によっております。
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項目
当連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

  社債発行費 

   支出時に全額費用として処理しております。

 (4) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に 

  ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債 

  権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見 

  込額を計上しております。 

 ② 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備えるため、当期に負担すべ 

  き支給見込額を計上しております。 

 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における退 

  職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

  イ．採用している退職給付制度の概要 

     当社は退職一時金制度を採用しております。 

  ロ．退職給付債務の額 

     当期末において従業員が自己都合により退職し 

    た場合の要支給額の100％を退職給付債務として 

    計上しております。 

  ハ．退職給付費用の額 

     退職給付費用  7,309千円 

  ニ．割引率、その他の退職給付債務等の計算の基礎に 

    関する事項 

     当社は簡便な方法を用いて退職給付債務等を計 

    算しております。 

 ④店舗閉鎖損失引当金 

   翌期以降に閉店することが確定した店舗について、 

  今後発生が見込まれる店舗閉鎖損失に備えるため、当 

  該見込額を引当計上しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準 

  完成工事高の計上基準 

   当連結会計年度に着手した工事契約から当連結会計 

  年度末までの進捗部分について成果の確実性が認めら 

  れる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見 

  積りは原価比例法）を、その他の工事については工事 

  完成基準を適用しております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   税抜方式によっており、控除対象外消費税等につい 

  ては費用処理しております。

５ 連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

――

６ のれん及び負ののれんの償

却に関する事項

のれんは金額的に重要性がないため、発生した期にその全

額を償却しております。

７ 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資であ

ります。

８ その他連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事

項

――
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【会計方針の変更】

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

（企業結合に関する会計基準等）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸

表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る

会計基準』の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準第7号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業

会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）が平成21年４月１日

以後開始する事業年度において最初に実施される企業結合及び事業分離等から適用することが

できることになったことに伴い、当連結会計年度からこれらの会計基準等を適用しておりま

す。
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりであります。

① 担保に供している資産

販売用不動産 1,025,300千円

建物及び構築物 1,413,183千円

土地 333,355千円

計 2,771,839千円

② 上記に対応する債務

短期借入金 185,000千円

１年内返済予定の長期借入金 246,512千円

１年内償還予定の社債 110,000千円

長期借入金 647,858千円

社債 560,000千円

預り保証金 178,008千円

計 1,927,378千円

 

※２ 資金効率の向上、金融費用の削除及び財務関連業務コストの削減を図るため、取引銀

行６行と分割実行可能期間付シンジケートローン契約を締結しております。当連結会計

年度末における借入金未実行残高等は、それぞれ次のとおりであります。

分割実行可能期間付

シンジケートローンの総額 800,000千円

借入実行額 800,000千円

差引残高 ― 千円

   なお、当該契約には、平成19年３月の決算以降の決算につき、決算期の末日におい

て、以下の各号の財務制限条項が付されております。これに接触した場合、借入先の要

求に基づき借入金を一括返済しなければならない場合があります。

① 貸借対照表の純資産の部の金額を平成18年３月決算期末日における貸借対照表の純
資産の部の金額の80％及び直前の決算期末日における貸借対照表の純資産の部の80％の
いずれか高い方の金額以上に維持すること。

② 損益計算書上の経常損益につき、２期連続して損失を計上しないこと

(連結損益計算書関係)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給料手当 154,117千円

賞与引当金繰入額 3,521千円

退職給付費用 3,483千円

支払手数料 40,858千円

管理諸費 63,320千円

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物 554千円

工具、器具及び備品 125千円

建設仮勘定 255千円

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 124千円
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     該当事項はありません。 

  

  

     該当事項はありません。 

  

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

  当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 12,300 ― ― 12,300

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 920 ― ― 920

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

  (平成22年3月31日現在)

現金預金勘定 935,604千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △43,850千円

現金及び現金同等物 891,754千円
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 当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1) 建設事業……………集合住宅、戸建住宅等の建設、営繕工事 

(2) 不動産事業…………不動産の販売、仲介、賃貸マンション等の管理 

(3) 不動産賃貸事業……住居マンションの賃貸、商業施設等のテナント賃貸、ウィークリーマンション 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（2,139千円）は、のれん償却でありま

す。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（1,205,733千円）の主なものは、親会社での余資運用

資金(現金及び預金)、長期投資資金(差入保証金)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

 当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、い

ずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

 当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  
 海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

建設事業 
(千円)

不動産事業
(千円)

不動産賃貸
事業(千円)

計(千円)
消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

2,003,622 668,534 844,594 3,516,751 ― 3,516,751

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 2,003,622 668,534 844,594 3,516,751 ― 3,516,751

  営業費用 1,843,880 681,105 940,326 3,465,313 2,139 3,467,452

  営業利益(又は営業損失) 159,741 △12,571 △95,732 51,438 △2,139 49,299

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出

  資産 273,843 1,153,850 1,929,032 3,356,727 1,205,733 4,562,460

  減価償却費 16 1,863 131,880 133,760 15,213 148,974

  資本的支出 121 ― 6,307 6,429 21,351 27,780

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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   当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

    該当事項はありません。 

  

(リース取引関係)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１ リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

(借主側)

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

工具、器具及び備品

(千円)

取得価額相当額 18,000

減価償却累計額相当額 8,249

期末残高相当額 9,750

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3,027千円

１年超 7,413千円

合計 10,440千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 3,498千円

減価償却費相当額 2,999千円

支払利息相当額 623千円

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

    減価償却費相当額の算定方法

    ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま

す。

    利息相当額の算定方法

    ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法によっております

２ オペレーティング・リース取引

(借主側)

   オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年以内 293,125千円

１年超 3,878,575千円

合計 4,171,701千円

(貸主側)

   オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年以内 200,640千円

１年超 2,456,896千円

合計 2,657,536千円

(関連当事者情報)
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   当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

    該当事項はありません。 

  

   当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

    該当事項はありません。 

  

   当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

    該当事項はありません。 

  

(税効果会計関係)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 (繰延税金資産：流動)

賞与引当金 4,244千円

未払事業税等 2,403千円

未払保険料 526千円

その他 774千円

小計 7,949千円

評価性引当額 △5,568千円

計 2,380千円

(繰延税金資産：固定)

退職給付引当金 13,575千円

固定資産減価償却費 24,104千円

貸倒引当金 3,243千円

長期未払金 2,313千円

繰越欠損金 236,504千円

その他 1,484千円

小計 281,226千円

評価性引当額 △281,226千円

計 ― 千円

 (繰延税金負債：固定)

負ののれん △17,196千円

計 △17,196千円

繰延税金資産負債純額 △17,196千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった

主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

 (調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 10.1％

住民税均等割等 1.1％

評価性引当額の増加 130.5％

過年度法人税等 △0.8％

未収還付法人税等 6.3％

その他 7.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 194.8％

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)
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当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  

パーチェス法適用 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の 

  法的形式並びに結合後企業の名称及び取得した議決権比率 

(1)被取得企業の名称及び事業の内容 

  被取得企業  平和建設株式会社 

  事業の内容  建設業 

(2)企業結合を行った主な理由 

  ①同社が平和奥田株式会社から承継された「ルネス工法」、住宅事業における「ピース  

  ホーム」ブランドを加えた営業展開、②同社の営業基盤である滋賀県を含む近畿二府四県 

  まで営業エリアの拡大、③当社とは異なる取引先・顧客基盤の拡大、④近畿二府四県の営 

  業ネットワークを有する人材を獲得するために行うものであります。 

(3)企業結合日 

  平成22年１月14日 

(4)企業結合の法的形式 

  平和建設株式会社を連結子会社とする株式取得 

(5)結合後企業の名称 

  平和建設株式会社 

(6)取得した議決権比率 

  100％ 

  

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

  平成22年１月１日から平成22年３月31日まで 

  

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

 
  

４．発生したのれん又は負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(1)のれんの金額   2,139千円 

 (2)発生原因 

   平和建設株式会社の株式取得原価が、平和建設株式会社の資産及び負債の純額を超過し 

   たため、その差額をのれんとして処理しております。 

 (3)償却の方法及び償却期間 

  金額的に重要性がないため、発生した期にその全額を償却 

  

(企業結合等関係)

取得の対価 平和建設株式会社の株式 50,000千円

取得原価 50,000千円
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５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

 
  

６．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損 

  益計算書に及ぼす影響の概算額 

  金額に重要性がないため、記載を省略しております。 

  

流動資産 48,056千円

資産合計 48,056千円

流動負債 195千円

負債合計 195千円
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

   当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

金融商品、退職給付、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要

性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

(１株当たり情報)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 89,755円

１株当たり当期純損失 △3,853円

  

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については希薄化効果を有している潜在株

式は存在せず、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

項目
当連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,021,421

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ―

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 1,021,421

１株当たり純資産額の算定に
用いられた期末の普通株式の数(株)

11,380

項目
当連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

１株当たり当期純損失

当期純損失(千円) 43,857

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る当期純損失(千円) 43,857

普通株式の期中平均株式数(株) 11,380

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額(千円) ―

普通株式増加数(株) ―

(うち新株予約権)(株) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

―

(重要な後発事象)

(開示の省略)
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5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 768,354 669,514

完成工事未収入金 183,776 133,716

不動産事業未収入金 5,260 6,719

販売用不動産 1,376,428 895,736

未成工事支出金 29,982 8,141

仕掛販売用不動産 384,630 244,000

原材料及び貯蔵品 45 61

前払費用 30,658 34,194

繰延税金資産 25,339 －

その他 24,725 4,303

貸倒引当金 △1,232 △843

流動資産合計 2,827,969 1,995,544

固定資産

有形固定資産

建物 1,905,182 1,920,842

減価償却累計額 △317,691 △421,721

建物（純額） 1,587,490 1,499,121

構築物 88,408 88,408

減価償却累計額 △34,953 △46,953

構築物（純額） 53,454 41,454

機械及び装置 2,000 2,000

減価償却累計額 △702 △1,026

機械及び装置（純額） 1,297 973

車両運搬具 15,444 －

減価償却累計額 △10,869 －

車両運搬具（純額） 4,575 －

工具、器具及び備品 54,139 40,152

減価償却累計額 △40,449 △31,946

工具、器具及び備品（純額） 13,689 8,206

土地 333,355 333,355

建設仮勘定 255 －

有形固定資産合計 1,994,117 1,883,110

無形固定資産

商標権 1,794 1,368

ソフトウエア 5,211 3,942

電話加入権 1,477 1,477

無形固定資産合計 8,483 6,789

投資その他の資産

関係会社株式 － 50,000

長期前払費用 26,156 28,420

差入保証金 141,972 241,514

その他 26,352 29,905

貸倒引当金 △8,592 △8,032

投資その他の資産合計 185,888 341,807

固定資産合計 2,188,488 2,231,707

資産合計 5,016,458 4,227,251
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

工事未払金 390,321 179,267

不動産事業未払金 5,712 8,380

短期借入金 500,000 500,000

1年内返済予定の長期借入金 301,332 336,175

1年内償還予定の社債 360,000 110,000

未払金 47,045 19,564

未払費用 13,510 9,334

未払法人税等 650 1,079

未払消費税等 39,223 1,058

未成工事受入金 24,750 3,445

不動産事業受入金 － 3,000

預り金 17,595 9,009

前受収益 35,272 28,784

賞与引当金 25,900 10,512

店舗閉鎖損失引当金 50,429 －

その他 － 9

流動負債合計 1,811,743 1,219,620

固定負債

社債 620,000 760,000

長期借入金 1,002,003 796,528

長期前受収益 39,451 37,079

退職給付引当金 27,143 33,622

預り保証金 445,109 441,058

その他 5,730 5,730

固定負債合計 2,139,436 2,074,017

負債合計 3,951,179 3,293,638

純資産の部

株主資本

資本金 260,782 260,782

資本剰余金

資本準備金 226,282 226,282

資本剰余金合計 226,282 226,282

利益剰余金

利益準備金 13,000 13,000

その他利益剰余金

別途積立金 891,600 591,600

繰越利益剰余金 △291,425 △123,090

利益剰余金合計 613,174 481,509

自己株式 △34,960 △34,960

株主資本合計 1,065,278 933,613

純資産合計 1,065,278 933,613

負債純資産合計 5,016,458 4,227,251
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(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

売上高

完成工事高 2,641,197 1,554,353

不動産事業売上高 861,624 668,342

不動産賃貸収入 804,946 821,769

売上高合計 4,307,769 3,044,465

売上原価

完成工事原価 2,320,509 1,380,142

不動産事業売上原価 1,002,612 610,824

不動産賃貸原価 692,377 687,893

売上原価合計 4,015,499 2,678,860

売上総利益

完成工事総利益 320,688 174,211

不動産事業総利益又は不動産事業総損失（△） △140,987 57,517

不動産賃貸総利益 112,569 133,875

売上総利益合計 292,269 365,604

販売費及び一般管理費

役員報酬 52,770 25,585

従業員給料手当 162,548 135,651

賞与引当金繰入額 11,900 3,521

退職給付費用 1,828 3,483

法定福利費 24,564 18,875

福利厚生費 4,442 1,432

貸倒引当金繰入額 1,190 －

修繕維持費 3,059 5,359

事務用品費 21,380 10,603

通信交通費 11,143 9,151

動力用水光熱費 4,987 3,627

広告宣伝費 8,385 5,749

交際費 14,840 10,961

地代家賃 30,631 31,768

減価償却費 23,006 16,984

租税公課 24,168 21,611

保険料 4,108 4,830

支払手数料 65,248 40,510

管理諸費 55,892 58,233

雑費 12,458 14,275

販売費及び一般管理費合計 538,555 422,217

営業損失（△） △246,285 △56,612
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

営業外収益

受取利息配当金 685 359

有価証券利息 261 －

受取手数料 1,376 1,574

有価証券償還益 888 －

還付加算金 － 679

その他 1,211 1,402

営業外収益合計 4,422 4,016

営業外費用

支払利息 35,778 33,881

社債利息 10,778 8,980

支払保証料 3,253 8,010

支払手数料 2,176 4,870

社債発行費 1,867 5,645

雑損失 3,093 －

営業外費用合計 56,947 61,388

経常損失（△） △298,810 △113,984

特別利益

貸倒引当金戻入額 980 949

受取保険金 997 534

店舗閉鎖損失引当金戻入額 35,119 4,000

賞与引当金戻入額 － 3,443

受取補償金 17,725 －

前期損益修正益 7,835 －

特別利益合計 62,658 8,928

特別損失

固定資産除却損 43 935

固定資産売却損 － 124

特別損失合計 43 1,059

税引前当期純損失（△） △236,195 △106,115

法人税、住民税及び事業税 2,575 1,088

過年度法人税等 － △878

法人税等調整額 66,539 25,339

法人税等合計 69,114 25,548

当期純損失（△） △305,309 △131,664
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 260,782 260,782

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 260,782 260,782

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 226,282 226,282

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 226,282 226,282

資本剰余金合計

前期末残高 226,282 226,282

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 226,282 226,282

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 13,000 13,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,000 13,000

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 1,147,600 891,600

当期変動額

別途積立金の取崩 △256,000 △300,000

当期変動額合計 △256,000 △300,000

当期末残高 891,600 591,600

繰越利益剰余金

前期末残高 △186,765 △291,425

当期変動額

剰余金の配当 △55,350 －

別途積立金の取崩 256,000 300,000

当期純損失（△） △305,309 △131,664

当期変動額合計 △104,659 168,335

当期末残高 △291,425 △123,090

利益剰余金合計

前期末残高 973,834 613,174

当期変動額

剰余金の配当 △55,350 －

別途積立金の取崩 － －

当期純損失（△） △305,309 △131,664

当期変動額合計 △360,659 △131,664

当期末残高 613,174 481,509
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

自己株式

前期末残高 － △34,960

当期変動額

自己株式の取得 △34,960 －

当期変動額合計 △34,960 －

当期末残高 △34,960 △34,960

株主資本合計

前期末残高 1,460,898 1,065,278

当期変動額

剰余金の配当 △55,350 －

当期純損失（△） △305,309 △131,664

自己株式の取得 △34,960 －

当期変動額合計 △395,619 △131,664

当期末残高 1,065,278 933,613

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 591 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△591 －

当期変動額合計 △591 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計

前期末残高 591 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△591 －

当期変動額合計 △591 －

当期末残高 － －

純資産合計

前期末残高 1,461,489 1,065,278

当期変動額

剰余金の配当 △55,350 －

当期純損失（△） △305,309 △131,664

自己株式の取得 △34,960 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △591 －

当期変動額合計 △396,211 △131,664

当期末残高 1,065,278 933,613
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(4)【継続企業の前提に関する注記】

6. その他

(1) 役員の異動

(2) その他
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